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第 1 章 緒 論 
 
1.1 研究の背景と目的 































 本論文の構成を図 1.2-1 に示す。 
各章及び各節の概要は以下の通りである。 
 

















第 3 節 第 2 章のまとめ 
 
第 3 章 廃棄物溶融プロセスにおける有害物質の挙動調査 




第 1 節 ASR の溶融プロセスにおける臭素化難燃剤及びダイオキシン類縁化合物の挙動 
 10 トン／日規模の試験設備による ASR 溶融処理試験を実施した結果をもとに溶融プロセス内








































第 2 節 アスベスト廃棄物の溶融プロセスにおけるアスベストの挙動 




第 3 節 第 3 章のまとめ 
 





第 1 節 ASR 資源化・処理に関するライフサイクルアセスメント 




















第 2 節 アスベスト廃棄物の無害化処理に関するライフサイクルアセスメント 











(2) 廃棄物 (埋立地占有スペース) 
(3) 地球温暖化（CO2） 
 上記１）～3）の評価項目での、被害評価、統合化を行うことで、比較評価を実施する。その実
施に当たっては LIME2 が提供する係数を活用するとともに、LIME2 で不足しているところはリ
スク評価に関する既往の研究成果を活用する。 
 
第 3 節 第 4 章のまとめ 
 




第 2 章 廃棄物溶融処理技術の役割と開発成果 













年 7 月には道路用溶融スラグ及びコンクリート用溶融スラグ骨材のＪＩＳが制定された。 
しかしながら、2003 年 12 月には溶融推進の原則に例外 (処分場が 15 年以上ある場合や焼却灰
をセメントや各種土木材料に再生利用する場合) が示され、5）その後 2005 年度の循環型社会推進


































































方　式 メーカー 実証規模、技術導入先 実機：稼働年、向先、規模
①二塔流動層
　　パイロックス 月島機械 40ｔ/ｄ ’79千葉県船橋市 450t/d
②竪型シャフト炉
　ⅰ)直接溶融方式 新日鉄 20ｔ/ｄ ’79岩手県釜石市 100t/d
40ｔ/ｄ ’80大阪府茨木市 450t/d
　ⅱ)ピュロックス方式 昭和電工 （米）Union Carbide社 ’81埼玉県秩父市 150t/d
より技術導入






2.1.2.3 ガス化溶融炉の開発ラッシュから本格普及へ（第 2 期ガス化溶融開発ブーム：’90～） 








暫定基準と 5年後（2002 年）までに達成すべき恒久対策としての基準が 2段階で設定された。こ
の時期、象徴的な事象として、①ガス化溶融炉の開発揺籃期にシャフト炉（新日鉄の直接溶融方











溶融方式 原理 技術ﾚﾍﾞﾙ 施設名 規模 メーカー 稼動年月
表面溶融方式 バーナー加熱 実証 タクマ自社内 12.0t/d タクマ 1977年12月
（ﾌｨﾙﾑ溶融方式） （灯油） 実施設 茨城県鹿島町 6.5t/d×1基　休止 1981年6月
〃 埼玉県東部衛生組合第二 14.4t/d×2基 1985年3月
〃 埼玉県東部衛生組合第一 15.0t/d×2基 1986年3月
〃 徳島県阿南市外二町衛組 4.8t/d×2基 1991年3月
〃 埼玉県坂戸市清掃センタ 9ー.6t/d×1基 1994年3月
バーナー加熱
（灯油） 実証 静岡県沼津市 20.0t/d クボタ 1977年8月
実施設 長崎県諫早市環境センタ 1ー2.3t/d×1基 1987年3月
〃 埼玉県狭山市清掃センタ 1ー5.0t/d×1基 1991年3月
〃 新潟県白根衛生センター 7.0t/16h×1基 1994年10月
電気溶融炉 アーク加熱 実験 大同自社内 3.6t/d 大同特殊 1978年
（電気） 実証 大同自社内 25.0t/d 1985年10月
実施設 東京都大田清掃工場 250.0t/d×2基 1991年4月
〃 埼玉県大宮市西部工場 75.0t/d×1基 1993年3月
〃 埼玉県埼玉東部清掃組合 80.0t/d×2基 1995年9月
プラズマ加熱 実証 愛知県半田市 24.0t/d 1992年11月
（電気） 実施設 愛媛県松山市南清掃工場 52.0t/d×1基 1994年3月
アーク加熱 実験 電気溶融炉を用いた実験 溶融能力 1.2t/d 日本鋼管 1978年12月
（電気） 実証 電気溶融炉を用いた実証 溶融能力 30.0t/d 1980年12月
抵抗加熱　　 （電気） 実証 自社内　電気溶融炉 溶融能力 12.0t/d 1992年7月
プラズマ加熱 実証 千葉県千葉市（北谷津） 30.0t/d 川崎重工 1992年11月
プラズマ加熱 実証 自社内 6.0t/d 三菱重工 1991年12月
低周波誘導炉 （電気） 実験プ 新居浜研究所（280KW　ルツボ型） 住友重機 1991年3月
コークスベッド炉 赤熱コークス 実証 自社内 10.0t/d 新日鉄 1990年1月
（コークス） 実施設 愛知県東海市清掃センタ 1ー5.0t/d×2基 1995年11月
自己燃焼内部溶融方 実証 柳泉園組合 150t/d炉の後段に設置 1988年8月
実施設 衣浦衛生組合　 溶融炉　15.0t/d×2基 1995年10月
旋回流溶融炉 バーナー加熱 実証 自社内（飛灰用） 1.2t/d 神戸製鋼 1991年12月

















環境省の調査 11）によれば、2008 年度のごみの総処理量は 4,514 万トンであり。そのうち、焼
却、破砕、選別等により中間処理された量は 4,197 万トンとなっている。中間処理のうち、直接
焼却処理された量は 3,574 万トンであり、焼却率は 79.2％である。直接最終処分された量と中間
処理後に最終処分された量を合計した最終処分量は 553 万トンとなっている。一方、溶融処理は、
(社)日本産業機械工業会の調査 12）によれば、2008 年度末で溶融施設が約 211 カ所(図 2.1-1)、溶
融スラグ量は約 85 万トン(図 2.1-2)と増加している。 
 
















































焼却残渣溶融 電気式  (合計 ５７）








図 2.1-1 溶融処理施設数推移 
図 2.1-3 溶融処理形式分類と施設数 











①回転式表面溶融炉 ②反射式表面溶融炉 ③放射式表面溶融炉 ④旋回流式溶融炉





(ｺﾝｾﾌﾟﾄ集 P.13下) （ｺﾝｾﾌﾟﾄ集 P.16下）
③キルン式ガス化溶融炉 ④ガス化改質炉






















































































図 2.1-6 ガス化溶融炉 
図 2.1-4 電気 灰溶融炉 




















・飛灰の混合処理：排ガス量増加、HCl や SOx の排出増加要因 
特に、消石灰を含むバグフィルタ捕集灰は、ごみ処理過程における HCl の二重処理という矛
盾を内包 
・酸化雰囲気では高濃度のサーマル NOx が発生 
(2) スラグ 
・スラグの発生率：投入量の 80％程度（飛灰の混入割合、水洗浄の有無により 70～90％で変動） 
・主成分：SiO2、Al2O3、CaO および Fe2O3。（飛灰混合の影響なし） 
・CaCl2がクラスター状態でスラグに残るとスラグ性状が悪化 
・Pb や Zn の濃度は被溶融物の含有レベルと操炉条件に依存 
酸化雰囲気：Pb 濃度は 100mg/kg を超えることが多く変動幅も大きい 
還元雰囲気：Pb 濃度は確実に 100mg/kg を下回り、50mg/kg 程度ないしはそれ以下 
・スラグからの重金属の溶出：未溶融物や溶融塩の混入、排ガスの溶解による水砕水の汚染とス
ラグ付着水としての排出が主要因（飛灰の混合処理が原因ではない） 
 (3) 溶融飛灰 
・溶融飛灰の発生量：灰中の塩類含有量に依存 
飛灰の混入割合、水洗浄の有無により 1～10％程度の範囲で変化 
・溶融飛灰の主成分：Na、K、Cl および Sが 70～80％を占め、Pb、Zn は 10～20％程度 
資源としての品位を高め、溶融飛灰の資源化を推進するには、スラグの主成分である高沸点
物質の混入を抑制する必要あり（溶融炉からの原料飛散対策、Si の揮散抑制が不可欠） 













・ガス冷却過程において再合成（集じん装置入口で約 5倍、集じん装置出口で約 9倍に増加、 





・主要元素の溶出率：、Si、Al が 10-3、Ca は 10-2（強アルカリ条件下では、Si、Al が 10-2、Ca
は 10-3と逆転） 
・Pb 溶出率：実スラグでは 10-4を下回る。ただし、平均粒径 2μ程度の粉砕試料では母材と同様
10-2 （Pb 含有率 30％近い鉛ガラスと同一レベル） 
両性金属であり、高アルカリないしは低 pH でのみ出現（高アルカリでは加水分解によるガラ



























・FeO、ZnO、PbO などは還元性雰囲気では激減する。（FeO は還元されてメタル相を形成し、Zn や
Pb は揮発してガス側へ移行） 



























スラグで有効利用されているものは、図 2.1-7 から全発生量の 6～8割程度と推定されるが、主
な有効利用先は、表 2.1-4 に示すように、①道路用材料、②コンクリート二次製品の骨材、③砂
利,砂の代替品(埋め戻し材、処分場覆土)である。12）この取引は有償の場合と無償の場合がある









利用普及に向けて、溶融スラグの標準化（JIS 化）が急務との認識から 2001 年 9 月に TR 原案
作成委員会が設立されて以降、2002 年 5 月 21 日に「日本工業標準調査会標準化部会土木技術専
門委員会」における審議を経て、同年 7月 20 日に道路用溶融スラグ骨材の TR A 0017 が公示され
た。同時期にコンクリート工学協会を中心としてコンクリート用溶融スラグ細骨材についての標




理とサンプリング頻度等も検討され、ようやく 2006 年 7 月 20 日に道路用溶融スラグ（JIS A 5032）










表 2.1-4 スラグ有効利用先（ごみ+下水） 2007、2008 年度 
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基づくシミュレーションを実施した。解析結果の一例を図 2.2.4 に示すが、溶融スラグ中の Pb
濃度は酸素分圧が高くなるほど、また溶融温度が低くなるほど増加する傾向があり、この結果は
灰溶融試験結果ともよく一致している。特に 10-2atm 以上で急激に増加するので、溶融スラグ中














溶融試験結果を解析したので以下に紹介する。6) コークス使用量は 4.9％であった。図 2.2-5 に
炉内に投入された炭素がいかにガスに転換されるかを示す。炉内投入炭素はごみとコークスから



















































   C+O2
      →CO2






































ス代替と飛灰発生量の低減を図るものである。(図 2.2-7 参照)  





















(a）従来型 （             は熱の発生を示す。）















































































































































※１ 湿重量ベース、 ※２ 総処理量に対する割合









































   
一般ごみ処理時 掘り起こし混合ごみ処理時
濃度 移行率(%) 濃度 移行率(%) 
スラグ 11.7ppm 0.5 20ppm 0.7 
 メタル 0.0247% 2.7 0.0452% 4.8 




































図 2.2-11 掘り起こしごみ処理時の減容効果 





 (3) フロンの分解処理 
 フロン（CFC-l2）の分解反応は下式に示すように、高温下での加水分解により二酸化炭素、塩
化水素、フッ化水素を生成するものである。 











 一次試験 二次試駿 
フロン供給位置 ブランク 羽口 潅焼室 ブランク 羽口 墾燈室 
使用フロン CFC－12 CFC－12 CFC-12 CFC－12 CFC－12 CFC－12 
フロン供給量 
（kg/h） 





1.1 ＜0.5 0.7 ＜0.5 ＜0.5 ＜0.5 
煙突乾き排ガス量 
(Nm3/h） 
26,900 25,800 30,000 26,100 27,500 31,400 
フロン分解率 
(％) 




図 2.2-12 埋立地再生システムの処理フロー 
表 2.2-2 フロン分解試験結果
ニ 験



































F mg/kg 100 ～ 230 120 ～ 190 50 ～ 130 110 ～ 160 50 ～ 70 140 ～ 190 4000以下
B mg/kg 185 ～ 246 136 ～ 177 162 ～ 262 182 ～ 259 80 ～ 176 248 ～ 316 4000以下
Ｃｄ mg/l 0.01以下
Ｐｂ mg/l <0.001 ～ 0.002 <0.001 ～ 0.004 <0.001 ～ 0.003 <0.001 ～ 0.002 0,01以下
Cr6+ mg/l 0.05以下
As mg/l <0.001 ～ 0.002 0.01以下
Hg mg/l 0.0005以下
Se mg/l 0.01以下
F mg/l 0.1 ～ 0.2 0.1 ～ 0.2 <0.1 ～ 0.3 0.1 ～ 0.3 0.1 ～ 0.5 <0.1 ～ 0.3 0.8以下
B mg/l 0.01 ～ 0.14 0.02 ～ 0.17 0.02 ～ 0.17 0.02 ～ 0.07 0.02 ～ 0.08 0.02 ～ 0.08 １以下
100t/d×2炉
秋田市様 豊川市様 多治見市様 大分市様 新潟市様 (株)かずさクリーンシステム様
200t/d×2炉 65t/d×2炉 85t/d×2炉 129t/d×3炉 60t/d×2炉
飛灰
一般ごみ 一般ごみ 一般ごみ 一般ごみ 一般ごみ 一般ごみ




<0.1 <0.1 <0.1 <0.1
<0.2 <0.2 <0.2 <0.2
<0.1




<0.05 <0.05 <0.05 <0.05 <0.05 <0.05












<0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005
<0.001
<0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001






















































































化により稼働後 5 年目においても 1mm
以下という，極めて少ない減肉量であ
った。 




















































水分 wt% 4.6 0.8
灰分 dry wt% 3.0 10.4
固定炭素 dry wt% 92.6 89.0
低位発熱量 kJ/kg 29,570 29,456
図 2.2-16 バイオマスコークス 










Case-1 Case-2 Case-3 Case-4 Case-5 Case-6 Case-7 Case-8 Case-9
　①排ガス循環 － ● ● ● ● ● ● ● ●
　②燃焼空気低空気比化 － ● ● ● ● ● ● ●
　③低温触媒化 － ● ● ● ● ●
　④エコノマイザー増強 － ● ● ● ● ●
　⑤水冷復水器化 － ● ●
　⑥ボイラ高温・高圧化 － ● ●







 ● は採用技術  
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2.3 第 2 章のまとめ 
  



























 ① 溶融炉内での重金属類の挙動、ガス化特性解明 
② 羽口多段化及び可燃物吹き込み技術 
(2) 処理対象物の拡大研究 
 ① 焼却残渣や掘り起こしごみ処理技術開発 

























3.1.1  研究の背景 
日本における廃車数は年間約 500 万台にのぼり、このうち中古車として輸出されるものを除き、












する研究がなされてきている。3)-5)  一方、日本では ASR リサイクル技術の中で、非鉄精錬設備
を活用した熱処理が主流となる 6)とともにガス化溶融処理技術が注目を浴びている。ASR リサイ
クル率向上のためにはサーマルリサイクル（発電）だけではなく、溶融スラグの有効利用や飛灰
の山元還元 による重金 属類の再利 用が重要である。7)また、難燃性プラスチック類に含まれる
臭素化難燃剤や臭素化ダイオキシン類に関する問題も注目されており、8)-12)ASR 処理時にはこ
れら物質の分解・発生抑制技術としての評価も重要である。 
























および触媒反応塔出口の 3 箇所より採取した。ASR 試料はシュレッダー処理業者から自動車の廃車ガラ
のみを処理した際の ASR 約 15 トンを入手した。入手した ASR から性状調査及び微量分析用に約 107kg
の試料を採取した。性状調査用 ASR サンプリングについては JIS K0060 の「産業廃棄物のサンプリング
法」に従い、インクリメント採取用スコップ（150番、約 35L）を用いて、ASR保管ヤード内の水平方向 5箇所







 ASR の物理特性に関しては、かさ比重、種類組成、低位発熱量を分析した。 
 Cl、Br、S、Si、Al、Na 及び K 等の主成分と Pb、Cd、As、Se、Fe、Cu、Zn 及び Sb 類等の重金属類につい
ての分析は Bomb combustion-ion chromatography(Dionex,DXAQ,CA,United States)、ICP atomic 









































                   





atomic absorption spectrometry(AAS)(Nippon Instruments,RA-1,Tokyo Japan)を用いて行われ、
Cr（VI）の分析は Absorption spectrometry(Hitachi, U-1500,Tokyo,Japan)を用いて行われた。サン
プリングについては、JIS Z 8808 に従って行われ、Pb、Cd、As、Se と Cr の分析は JIS K 0083 に従って
実施された。Fe、Cu、Zn 及び Sb のように JIS による特殊な処理に従わない重金属類もまた JIS K 0083
によって分析した。水銀は JIS K O222 に従って分析された。 
重金属類のダスト中の濃度に加え、触媒反応塔出側において HCl、SOx、NOx、Ｃｌ２、ＨＢｒ、CO 及び HCN





溶融飛灰、排ガスにおいて実施された。21) これらの分析には、GC-MS(Micromass MS, Autospec-ULTIMA. 




された。 22)  これらの分析には、GC-MS(Agilent Technojogies,  Agilent HP-5973, CA, United 
States)が用いられた。 
さらにスラグについては JIS K 0058 に従って、重金属類の溶出量試験と含有量試験が実施された。 
 
3.1.3 試験結果および考察 












































（ 41.4%-73.4% ） 、 30.5%
（22.6%-38.1%）であった。この値と比






 キムらの調査によれば、韓国における ASR のかさ比重は O.142-0.258 t/m3 で、プラスチック類は
20%-24%、ゴム類は 6%-8%であり、ほぼ同様であった。 
 
3.1.3.3  ダイオキシン類縁化合物の挙動 





ASR には 0.97 ng/g の PCDD/DFs、30 ng/g の Co-PCBs、270 の PCB 類とともに 30 ng/g の PBDD/DFs 
が含まれていたが、MoBrPCDD/DFs は検出されなかった。また ASR には PBDEs が 310,000 ng/g、TBBP-A






































表 3.1-3 ASR、スラグ、メタルおよび集じん灰中ダイオキシン類縁化合物等測定結果（乾ベース） 



















PCDDs/DFs+Co-PCBs[ngTEQ/g] (0.027) (0.0011) (0.0040) (1.7) 
PBDDs/DFs[ng/g] ＊2 30 N.D. N.D. 0.26 
MoBrPCDDs/DFs[ng/g] ＊3 N.D. N.D. 0.03 44 
臭素化ｼﾞﾌｪﾆﾙｴｰﾃﾙ類[ng/g] ＊4 310000 0.1 0.2 2.8 
ﾃﾄﾗﾌﾞﾛﾓﾋﾞｽﾌｪﾉｰﾙ A [ng/g] 15000 0.07 0.05 0.29 
PCBs[ng/g] ＊5 270 0.091 0.15 22 
( )内は WHO-TEF(1998)換算濃度    
*1：４～８Cl 化物 ＊2：４～８Br 化物 ＊3：３～７Cl 化物 ＊4：１～10Br 化物 
*5：１～10Cl 化物 N.D：not detected  
 
 







PCDDs/DFs[ng/m3N]＊1 0.28(0.0016) － 0.15(0.0014) 
Co-PCBs[ng/m3N] 0.17(0.000019) － 0.16(0.000026) 
PCDDs/DFs+Co-PCBs [ngTEQ/m3N] (0.0017) － (0.0014) 
PBDDs/DFs[ng/m3N] ＊2 0.12 N.D. (0.09) *6 0.20 
MoBrPCDDs/DFs[ng/m3N] ＊3 N.D. － N.D. 
臭素化ｼﾞﾌｪﾆﾙｴｰﾃﾙ類[ng/m3N] ＊4 2.0 24 N.D. 
ﾃﾄﾗﾌﾞﾛﾓﾋﾞｽﾌｪﾉｰﾙ A [ng/m3N] 14 13 28 
PCBs[ng/m3N] ＊5 1.5 － 2.6 
      ( )内は WHO-TEF(1998)換算濃度    
*1：４～８Cl 化物 ＊2：４～８Br 化物 ＊3：３～７Cl 化物 ＊4：１～10Br 化物 




表 3.1-5 ASR・スラグ・メタル・集じん灰中 PBDDs/DFs の同族体分布 
 
 
表 3.1-6 ASR・スラグ・メタル・集じん灰中 PBDEs の同族体分布 
 
サンプル名 ASR スラグ メタル 集じん灰
サンプル量 2g 25g 25g 25g
単位 ng/g ng/g ng/g ng/g
TeBDDs 0.94 N.D. N.D. 0.025
PeBDDs N.D. N.D. N.D. N.D.
HxBDDs N.D. N.D. N.D. N.D.
HpBDDs　*1 N.D. N.D. N.D. N.D.
OBDD N.D. N.D. N.D. N.D.
Total PBDDs 0.94 N.D. N.D. 0.025
TeBDFs 2 N.D. N.D. 0.20
PeBDFs 3.2 N.D. N.D. 0.04
HxBDFs 5.6 N.D. N.D. N.D.
HpBDFs 5.7 N.D. N.D. N.D.
OBDF　*2 12 N.D. N.D. N.D.
Total PBDFs 29 N.D. N.D. 0.23
Total PBDDs + PBDFs 30 N.D. N.D. 0.26
ASR定量下限値 ： 4臭化物＝ 0.07,  5臭化物＝ 0.2,  6～8臭化物＝ 0.7
スラグ・メタル・集じん灰定量下限値 ： 4臭素化物＝ 0.005,  5臭素化物＝ 0.01,   6～8臭素化物＝ 0.05
*1　標準が無いためHpBDF で定量　　　*2　標準がないためOBDDで定量
試料名 ASR スラグ メタル 集じん灰
試料量 2g 25g 25g 25g
単位 ng/g ng/g ng/g ng/g
MoBDEs N.D. N.D. N.D. 0.95
DiBDEs N.D. N.D. N.D. 1.4
TrBDEs 56 N.D. N.D. 0.15
TeBDEs 470 N.D. N.D. 0.06
PeBDEs 440 N.D. N.D. N.D.
HxBDEs 140 N.D. N.D. N.D.
HpBDEs 140 N.D. N.D. N.D.
OBDEs 970 N.D. N.D. N.D.
NoBDEs 16000 N.D. N.D. N.D.
DeBDE 290000 0.1 0.2 0.2
Total PBDEs 310000 0.1 0.2 2.8
ASR下限値 ： 1～5臭素化物＝ 8,  6～9臭素化物＝ 20， 10臭素化物＝ 40




表 3.1-7 ASR・スラグ・メタル・集じん灰中 PCBs 同族体分布 
 
 
さらに ASR 中の PCBs の含有量が比較的高く、表 3.1-7 に示すように、その同族体分布の特徴（す
なわち Tetra-and Pentachlorobiphenyl が高い比率を占めること。）からコンデンサーのような電
子部品に使用されている工業的 PCB 混合物（KC-400、KC-500）がその起源と推定された。またこ
れまでに調査した都市ごみや廃テレビのケーシングと比較すると ASR 中の PBDD/DFs、PBDEs、
TBBP-A 等の濃度は都市ごみよりは多く、廃テレビケーシングよりは低かった。８） 
燃焼室出口、温度調節器出口で採取した燃焼排ガスにはダイオキシン類縁化合物と臭素系難燃剤は
ほとんど含まれていなかったが、触媒反応塔出口で採取した燃焼排ガスには 0.15ng/ m3N の PCDD/DFs、
0.20 ng/ m3N の PBDD/DFs、28 ng/ m3N の TBBP-A が検出されたが、MoBrPCDD/DFs と PBDEs は検出さ
れなかった。表 3.1-8 に PBDD/DFs の異性体分布を示すが、2,3,7,8-TeBDD は ND であった。表 3.1-9
に PBDEs の同族体分布を示す。 
溶融炉から排出されたスラグやメタルにはダイオキシン類縁化合物と臭素系難燃剤はほとんど含まれ
ていなかった。また、溶融飛灰中には 99ng/g（1.6 ng-TEQ/g）の PCDD/DFs、99ng/g、0.26 ng/g の
PBDD/DFs 、44 ng/g の MoBrPCDD/DFs が含まれていた。 また PBDEs が 2.8 ng/g、TBBP-A が 0.29 ng/g
が含まれていたが、いずれも ASR 中の濃度と比較するとはるかに低い値であった。 
 









サンプル名 ASR スラグ メタル 集じん灰
サンプル量 2g 25g 25g 25g
単位 ng/g ng/g ng/g ng/g
MoCBs N.D. N.D. 0.011 3.1
DiCBs 9 N.D. 0.024 2.5
TrCBs 33 0.019 0.037 2.5
TeCBs 75 0.063 0.060 1.7
PeCBs 95 0.008 0.009 2.0
HxCBs 56 N.D. N.D. 2.8
HpCBs 4 N.D. N.D. 2.4
OCBs N.D. N.D. N.D. 2.8
NoCBs N.D. N.D. N.D. 1.9
DeCBs N.D. N.D. 0.011 0.75
Total PCBs 270 0.091 0.15 22
ASR定量下限値 ： 3 スラグ・メタル・集じん灰定量下限値 ： 0.008
42 
 














































2,3,7,8-TeBDD N.D. N.D. N.D.
TeBDDs 0.12 N.D. 0.20
1,2,3,7,8-PeBDD N.D. N.D. N.D.
PeBDDs N.D. N.D. N.D.
1,2,3,4,7,8/1,2,3,6,7,8-HxBDD N.D. N.D. N.D.
1,2,3,7,8,9-HxBDD N.D. N.D. N.D.
HxBDDs N.D. N.D. N.D.
HpBDDs　*1 N.D. N.D. N.D.
OBDD N.D. N.D. N.D.
Total PBDDs 0.12 N.D. 0.20
2,3,7,8-TeBDF N.D. N.D. N.D.
TeBDFs N.D. N.D. N.D.
1,2,3,7,8-PeBDF N.D. N.D. N.D.
2,3,4,7,8-PeBDF N.D. N.D. N.D.
PeBDFs N.D. N.D. N.D.
1,2,3,4,7,8-HxBDF N.D. N.D. N.D.
HxBDFs N.D. N.D. N.D.
1,2,3,4,6,7,8-HpBDF N.D. N.D. N.D.
HpBDFs N.D. N.D. N.D.
OBDF　*2 N.D. N.D. N.D.
Total PBDFs N.D. N.D. N.D.
Total PBDDs + PBDFs 0.12 N.D. 0.20
燃焼室出口定量下限値  ：  4臭素化物＝  0.04,  5臭素化物＝ 0.1,   6～8臭素化物＝  0.4
温度調節器出口定量下限値 ：  4臭素化物＝ 0.07,  5臭素化物＝  0.2,   6～8臭素化物＝ 0.7


















表 3.1-10 に処理プロセス全体でのダイオキシン類縁化合物の収支を示す。PCDD/DFs および
MoBrPCDD/DFs は再合成によって排出量が増加した。一方、PBDD/DFs、PBDEs および TBBPA については
総排出量の方が投入量よりも少なく、分解系であった。 
PBDD/DFs は ASR 中には 30,000μg/t 含まれていたのに対し、燃焼室出口で 1.3μg/t とガス化燃焼
によって 99.99％以上が燃焼分解した。徐冷工程での再合成はほとんど見られず、PCDD/DFs とは異なる
挙動を示した。総排出量は 14μg/t とインプットの 99.9%が分解され、排出の約 79%が飛灰として排出さ
れ、スラグ、メタルからは検出されなかった。MoBrPCDD/DFs は排ガス、スラグからは検出されず、メタルか
らもほとんど検出されなかった。飛灰中から検出されていることから徐冷工程での再合成が考えられた。
PBDEs は燃焼室出口では 22μg/t とインプットの 99.99999%以上がガス化燃焼で分解した。総排出量は
170μg/t とインプットの 99.9999%が分解され、71%が飛灰として排出された。TBBP-A は燃焼室出口では
















PCDD/DFs 970 3.1 － 1.7 4,300 71 140 4,500
Co-PCBs 30,000 1.9 － 1.8 200 7.1 3.7 210
PBDDs/DFs 30,000 1.3 N.D. 2.2 11 N.D. N.D. 14
MoBrPCDDs/DFs N.D. N.D. － N.D. 1,900 N.D. 4.0 1,900
PBDEs 310,000,000 22 270 N.D. 120 26 25 170
TBBPA 15,000,000 156 150 310 13 18 6.1 350
N.D.：not detected
 
表 3.1-10 ダイオキシン類、臭素化ダイオキシン類 
および臭素化難燃剤成分の挙動 












MoBDEs N.D. N.D. N.D.
DiBDEs N.D. N.D. N.D.
TrBDEs N.D. N.D. N.D.
TeBDEs N.D. N.D. N.D.
PeBDEs N.D. N.D. N.D.
HxBDEs N.D. N.D. N.D.
HpBDEs N.D. N.D. N.D.
OBDEs N.D. N.D. N.D.
NoBDEs N.D. 0.8 N.D.
DeBDE 2.0 23 N.D.
Total PBDEs 2.0 24 N.D.
燃焼室出口定量下限値 ： 1～5臭素化物＝ 0.2,  6～9臭素化物＝ 0.4， 10臭素化物＝ 1
温度調節器出口定量下限値 ： 1～5臭素化物＝ 0.4,  6～9臭素化物＝ 0.7， 10臭素化物＝ 2
触媒反応塔出口定量下限値 ： 1～5臭素化物＝ 0.2,  6～9臭素化物＝ 0.3， 10臭素化物＝ 0.8











以上の結果より、シャフト炉による高温処理は、PBDEs、TBBP-A、PBDD/DFs や PCBs のような POPs の分
解に有効であることが実証された。 
 
3.1.3.4  重金属類の挙動 
  表 3.1-11 に ASR、スラグ、メタル、集じん灰中の主要成分と重金属等の濃度を示す。 
 
表 3.1-11 ASR、スラグ、メタルおよび集じん灰中重金属類等測定結果（乾ベース） 
 
 ASR スラグ メタル 集じん灰 
全塩素(mg/kg) 29000 5600 920 360000 
全臭素(mg/kg) 300 <20 <20 4100 
全硫黄(mg/kg) 3600 4500 2200 15000 
カルシウム(%) 12.4 21.8 2.98 16.1 
ケイ素(%) 12.9 16.2 7.64 3.44 
アルミニウム(%) 5.37 12.5 1.86 0.65 
ナトリウム(%) 1.89 0.07 <0.01 8.23 
カリウム(%) 0.53 <0.01 <0.01 1.97 
鉛(mg/g) 1700 19 550 16200 
水銀(mg/g) 0.08 <0.01 <0.01 0.1 
カドミウム(mg/g) 6.2 <0.5 <0.5 18 
ヒ素(mg/g) 3.5 <1 10 13 
セレン(mg/g) 0.2 0.5 <0.1 5.1 
六価クロム(mg/g) <1 <1 <1 <1 
鉄(%) 2.83 0.73 33.5 1.69 
銅(%) 3.4 0.51 41.2 1.03 
亜鉛(%) 0.88 0.01 0.06 8.00 
アンチモン(%) 0.04 <0.01 0.27 0.18 
* ASR については n=2 の平均値を示す 













































物である Pb、Zn および Cd はほと
んどが集じん灰へ分配された。Pb








れないことが確認された。Zn についても総排出量の 97%が集じん灰へ分配された。Na や K についても約
95%が集じん灰へ分配された。一方、高沸点重金属類である Fe や Cu はほとんどがメタルに分配され、分
配率はそれぞれ 94%、97%であった。 長田らの実施した熱力学モデルによるシミュレーション結果によれ






った。Pb については ASR 中に 1,700g/t-ASR 含まれていたにも関わらず、スラグの溶出試験結果は
























鉛 1,700 <0.11 710 5.0 68 780
水銀 0.08 <0.11 0.0044 <0.0026 <0.0012 0.0044
カドミウム 6.20 <0.11 0.78 <0.13 <0.061 0.78
ヒ素 3.50 <0.11 0.57 <0.26 1.2 1.8
セレン 0.20 <0.11 0.22 0.13 <0.012 0.35
六価クロム <1 <0.11 <0.044 <0.26 <0.12 N.D.
鉄 28,000 0.67 740 1,900 41,000 44,000
銅 34,000 <0.11 450 1,300 51,000 52,000
亜鉛 8,800 <0.11 3,500 26 74 3,600
アンチモン 400 <0.11 78 <2.6 330 410
N.D.：not detected









3.1.3.5  有機スズの挙動 
 表 3.1-15 に有機スズの挙動を示す。ASR からはブチルスズ化合物 3 種（MBT、DBT、TBT）およびオクチ
ルスズ化合物 3 種（MOT、DOT、TOT）が検出された。排ガスでは燃焼室出口や温度調節器出口では二置








表 3.1-14 スラグ性状経時変化 単位：mg/L
0:00 3:00 6:00 9:00 12:00 15:00 18:00 21:00 24:00 目標基準値
水銀およびその化合物 ＜0.0005 ＜0.0005 ＜0.0005 ＜0.0005 ＜0.0005 ＜0.0005 ＜0.0005 ＜0.0005 ＜0.0005 <0.0005
カドミウムおよびその化合物 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.01
鉛およびその化合物 0.001 0.005 0.002 0.002 <0.001 0.001 0.003 0.001 <0.001 <0.01
六価クロム化合物 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 <0.05
ヒ素およびその化合物 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.01
セレンおよびその化合物 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.01
フッ素 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 0.27 0.10 0.26 0.14 0.14 0.8
ホウ素 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 1
単位：mg/kg
0:00 3:00 6:00 9:00 12:00 15:00 18:00 21:00 24:00 参考基準値*1
水銀およびその化合物 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 15
カドミウムおよびその化合物 <0.2 <0.2 <0.2 <0.2 <0.2 <0.2 <0.2 <0.2 <0.2 150
鉛およびその化合物 4.3 4.64 3.45 7.9 7.51 6.02 5.48 5.41 23.5 150
六価クロム化合物 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 250
ヒ素およびその化合物 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 150
セレンおよびその化合物 <0.2 <0.2 <0.2 <0.2 <0.2 <0.2 <0.2 <0.2 <0.2 150
フッ素 7.7 6.75 8.71 7.99 7.13 7.92 6.10 7.32 4.94 4000
ホウ素 592 937 862 564 600 422 522 620 495 4000


















MBT 51,000,000 520 350 1500 N.D. N.D. N.D. 1,500
DBT 25,000,000 4,500 3,200 N.D. N.D. N.D. N.D. N.D.
TBT 140,000 N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D.
MPT N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D.
DPT N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D.
TPT N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D.
MOT 54,000,000 850 750 2300 N.D. N.D. N.D. 2300
DOT 8,000,000 2,500 8,100 N.D. N.D. N.D. N.D. N.D.
TOT 640,000 N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D.
Total OTs 140,000,000 8,400 12,000 3900 N.D. N.D. N.D. 3,900
N.D.：not detected
表 3.1-15 有機スズの挙動 
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3.1.4  ASR 溶融試験結果のまとめ 
 シャフト炉における ASR 溶融処理試験において以下の結論を得た。 
１）ASR 中には、ダイオキシン類縁化合物が多く含まれており、特に臭素化ジフェニルエーテル類は
310.000,000ng/g、 テトラブロモビスフェノール A は 15.000,000ng/g と非常に含有量が高かった。 
２）ガス化溶融処理は上記ダイオキシン類縁化合物や臭素化難燃剤の分解技術として有効であった。 
 臭素化ジフェニルエーテル類ではインプットに対し、99.9999％、 テトラブロモビスフェノール A ではイ
ンプット、に対し、99.99％以上の分解率が得られた。 
３）ガス化溶融処理により Cl は 90%以上が飛灰に分配された。Pb および Zn といった低沸点重金属類は
それぞれ 91％、97％が飛灰へ分配され、Fe、Cu といった高沸点重金属類はともに 94%以上がメタルへ
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3.2.2 試験材料と試験方法   
3.2.2.1 試験設備 

















条件１ 条件２ 条件３ 条件４ 条件５
ベ スー*1
アスベスト スレ トー材 成型保温材 スレ トー材 成型保温材
廃棄物 約7t 約4t 約4t 約11t
(内数) 成型保温材
約8t


















































































った。（表 3.2-2、図 3.2-2、図 
3.2-3）試験は連続 4日間で実施し、 
データ評価は試験水準を変更してから溶融炉内の内容物が全て置換されるまでの移行期間を除い
て、定常状態と想定される 12 時間を対象とした。  




Panalytical, X’Peat PRO MPD）により分析した。燃焼ガス中の石綿濃度はバグフィルタ入口は
水分散-位相差顕微鏡(PCM)法（Phase contrast microscope,Nikon,ECLIPSE80i）により、バグフ
ィルタ出口と HEPA 出口は PCM 法（Phase contrast microscope,Nikon, ECLIPSE80i）により分析
した。この中で、燃焼ガスはダストを多く含むためそのサンプリング法としては２連のインピン
ジャの後段にメンブランフィルタを設置して採取する方式を用いている。14） 溶融スラグ、溶融
メタル、溶融飛灰、ＣＣ灰については PCM を用いた分散染色法（Phase contrast microscope, 
Nikon, ECLIPSE80i）と X線回折法（X-ray diffractometer, Panalytical, X’Peat PRO MPD）
により分析した。施設周辺大気石綿濃度、敷地境界及び発じん箇所の石綿濃度については PCM 法
（Phase contrast  microscope,Nikon,ECLIPSE80i）により分析した。 
特に溶融スラグと溶融飛灰については TEM 法（Transmission electronmicroscope,HITACHI, 
H-7650 and H-8100）による分析も実施している。溶融スラグと溶融飛灰の TEM 観察試料作製は以
下の手順で行った。 
<スラグ> 
① メノウ乳鉢で粉砕する(粒径約 0.5mm まで)。     
② 粉砕した試料 5g を採取し、無じん水 50mL に添加し、15 分間超音波分散する。  
③ 目開き 0.075mm の篩で篩い分ける(50mL の無じん水で洗浄)。    
④ 溶出液から 1mL 分取し、無じん水 50mL を添加する。     
表 3.2-2 アスベスト廃棄物の分析結果 











試験水準 条件１ 条件２ 条件３ 条件４ 条件５
処理対象物 ASR等 ASR等 ASR等 ASR等+ｽﾚｰﾄ材 ASR等
+ｽﾚｰﾄ材 +保温材 +保温材 +保温材
データ期間 (h) 12 12 12 12 8
ASR等 (kg/h) ASR等 ASR等 ASR等 ASR等 ASR等
処理 投入量 4770 4850 4760 4330 4800
対象物 アスベスト含有 (kg/h) 0 ｽﾚｰﾄ材 保温材 ｽﾚｰﾄ材+保温材 保温材
・ 廃棄物投入量 420 260 710 580
処理量 アスベスト含有 (%) － 8.1 5.2 14.2 10.9
廃棄物混合割合 （3.6+10.6）
溶融物量 (kg/t-wet) 274 352 276 345 367
溶融物温度 (℃) 1,574 1,568 1,621 1,696 1,693
燃焼室温度 (℃) 906 904 902 899 899
HEPA入口温度 (℃) 183 184 184 186 185
煙突排ガス量 (Nm3-wet/h) 85223 80730 81771 87577 83039
表２．アスベスト含有廃棄物混合処理結果
⑤ 47mmφ(孔径 0.2μm)のＰＣフィルタで吸引濾過する。    
⑥ ＰＣフィルタを 1/4 に切りスライドガラス上に両面テープで固定した後、カーボン蒸着。 
⑦ 約 3mm 口に切り出し、Ｎｉグリッド(200 メッシュ)にのせる。    
⑧ クロロホルムで PC フィルタを溶解する。 
<飛灰>          














3.2.3.1 溶融処理結果  





また排ガスに関しては、データ期間の各平均値で燃焼室温度 900℃前後、HEPA 入口温度 185℃前
後で安定していた。アスベスト含有廃棄物を含めた総処理量については、ほぼ計画通りの 
 
表 3.2-3 試験結果 
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量下限値未満（下限値 0.31～0.35f/L）であった。バグフィルタ出口及び HEPA フィルタ出口の測
定結果は、いずれも大気汚染防止法における敷地境界基準値（10 本/L）と比較しても極めて低く、
施設周辺（施設から 1.5km 離れた地点）大気中濃度とほぼ同等であった。 
 
(2) スラグ、メタル、溶融飛灰、ＣＣ灰 






発じん箇所及び敷地境界における石綿濃度測定結果を表 3.2-6、表 3.2-7 に示す。発じん箇所に
ついては、アスベスト含有廃棄物投入専用ラインの投入口付近、CC 灰排出部付近、溶融飛灰処理 
表 3.2-4 燃焼ガス中石綿濃度測定結果 
表 3.2-5 スラグ、メタル、溶融飛灰、CC 灰の石綿濃度分析結果 
水分散-PCM法
BF 入口 BF 出口 HEPA 出口
条件 1 < 1,600 < 0.38 < 0.35
条件 2 < 2,100 < 0.32 < 0.31
条件 3 < 1,400 < 0.34 < 0.31
条件 4 < 3,800 < 0.31 < 0.31
条件 5 < 4,600 < 0.31 < 0.31
燃焼ガス (f/L)
PCM法
スラグ メタル 溶融飛灰 CC灰 スラグ メタル 溶融飛灰 CC 灰
条件  1 0 本/3,000粒子 0 本/3,000粒子 0 本/3,000粒子 0 本/3,000粒子 無　 (<0.1%) 無　 (<0.1%) 無　 (<0.1%) 無　 (<0.1%)
条件  2 0 本/3,000粒子 0 本/3,000粒子 0 本/3,000粒子 0 本/3,000粒子 無　 (<0.1%) 無　 (<0.1%) 無　 (<0.1%) 無　 (<0.1%)
条件  3 0 本/3,000粒子 0 本/3,000粒子 0 本/3,000粒子 0 本/3,000粒子 無　 (<0.1%) 無　 (<0.1%) 無　 (<0.1%) 無　 (<0.1%)
条件  4 0 本/3,000粒子 0 本/3,000粒子 0 本/3,000粒子 0 本/3,000粒子 無　 (<0.1%) 無　 (<0.1%) 無　 (<0.1%) 無　 (<0.1%)










く、屋外の管理濃度である 150f/L を十分下回った。敷地境界については、風上・風下の 2箇所を
ベースに測定し、条件 2，5についてはそれ以外の地点も加えて計 4箇所測定した。最大濃度は
0.24f/L（条件 5風下）となり、大気汚染防止法におけるアスベストに係る敷地境界基準値である
10 本/L を下回った。また、アスベスト含有廃棄物未処理時の条件 1とその他条件を比較しても差
異はなかった。 







3.2.3.3  TEM 解析によるスラグと溶融飛灰の無害化評価 







表 3.2-7 敷地境界石綿濃度測定結果 
表 3.2-6 発じん箇所石綿濃度測定結果 
投入口付近 CC 灰排出部付近 飛灰処理装置付近
条件 1 < 4.8 - -
条件 2 < 4.8 - -
条件 3 < 4.8 - -
条件 4 < 4.8 < 2.4 < 9.6
条件 5 < 4.8 < 2.4 -





条件　1 0.14 - < 0.13 - < 0.3
条件　2 0.14 0.19 0.19 < 0.13 < 0.3
条件　3 < 0.13 - < 0.13 - < 0.3
条件　4 0.14 - < 0.13 - < 0.3
条件　5 0.19 < 0.13 0.24 0.14 < 0.3
施設周辺大気 (f/L)
[PCM法]




定められている。17-20) 一方、固体中アスベストの分析への TEM の適用については、報告例は少な
かったものの 1985 年に Bishop らが汚泥 21)に、1988 年には Pitt が都市域の堆積粉塵 22)に対して













   試料の石綿繊維有無の判定は、まず前項の判定基準により、主に「石綿ではない繊維」に合致




(3) TEM-EDX による成分分析結果 
前項の判定結果で石綿繊維の可能性のあるとして残ったスラグ 11 本、溶融飛灰 11 本の繊維状
粒子について TEM-EDX による元素分析を実施した。元素分析の結果を表 3.2-9 に示す。各元素の
組成比は原子数％である(ピーク面積から元素ごとに補正を行っている)。 
元素分析の結果、スラグでは繊維状粒子 11 本すべてから Si が検出され、うち 6本から Mg が検
出されたが、Mg が検出されたすべての繊維状粒子から Al が検出されたため、非石綿、非フォル
ステライト繊維と判定した。残りの 5本の繊維状粒子については Mg も Na も検出されていないた
め非石綿繊維であり、非フォルステライト繊維と判定した。上記 4種については非石綿繊維であ
り、非フォルステライト繊維と判定した。 
次に溶融飛灰についても同様に 11 本の全繊維状粒子から Si が検出され、うち 3本の繊維状粒
子から Mg が検出されたが、Al が同時に検出されているため、非石綿繊維、非フォルステライト




































Mg, Si, Ca, Fe








Al, K, Ti, S 等の石綿構成元素以外の検出
(2) 電子線回折パターン
石綿




 表 3.2-9 スラグ及び溶融飛灰中の繊維状粒子の判定結果 
石綿繊維数濃度
石綿、ﾌｫﾚｽﾄﾗｲﾄの元素 その他の元素
1 ○ ○ Mg,Si,Ca Al, S × 石綿繊維でない
2 ○ ○ Si Al × 石綿繊維でない
3 ○ ○ Si Al × 石綿繊維でない
4 ○ ○ Mg,Si,Ca Al × 石綿繊維でない
5 ○ ○ Mg,Si,Ca Al × 石綿繊維でない
6 ○ ○ Si - × 石綿繊維でない
7 ○ ○ Mg,Si,Ca Al, S × 石綿繊維でない
8 ○ ○ Si - × 石綿繊維でない
9 ○ ○ Si Al × 石綿繊維でない
10 ○ ○ Na,Ｍｇ,Si,Ca Al, S × 石綿繊維でない
11 ○ ○ Mg,Si,Ca Al, S, Ti × 石綿繊維でない
12～25 ○ × ― ― ― 石綿繊維でない
26～183 × ― ― ― ― 石綿繊維でない
1 ○ ○ Si,Ca Al, S, K × 石綿繊維でない
2 ○ ○ Si,Ca Al, S, Ti × 石綿繊維でない
3 ○ ○ Si - × 石綿繊維でない
4 ○ ○ Mg,Si,Ca Al, Ti, Zn × 石綿繊維でない
5 ○ ○ Mg,Si,Ca Al, Ti, Zn × 石綿繊維でない
6 ○ ○ Si,Ca Al, S × 石綿繊維でない
7 ○ ○ Si,Ca Zn × 石綿繊維でない
8 ○ ○ Si,Ca Al, S, Cl × 石綿繊維でない
9 ○ ○ Mg,Si,Ca Al, S, Cl, Zn × 石綿繊維でない
10 ○ ○ Si,Ca S × 石綿繊維でない
11 ○ ○ Si,Ca Al, S × 石綿繊維でない
12～17 ○ × ― ― ― 石綿繊維でない




























S ： 定量下限 (Mf/g)
Af ： フィルターの有効面積 (1074.7mm2
Ag ： 1目開きの面積 (0.0064mm2)
n ： 計数した目開きの数 (4)





S ： 定量下限 (Mf/g)
Af ： フィルターの有効面積 (1074.7mm2
Ag ： 1目開きの面積 (0.0064mm2)
n ： 計数した目開きの数 (4)










表 14 に示すように敷地境界での最大濃度は 0.24f/L（条件 5風下）となり、大気汚染防止法におけ
るアスベストに係る敷地境界基準値である 10 本/L を大きく下回っていた。また、アスベスト含有廃
棄物処理前の条件 1とその他条件を比較しても差異はなかった。 




今回の試験は 1 炉処理であったことから、2 炉同時処理することを想定し、煙突から発生する排ガ
スの拡散シミュレーションを実施することによりその影響度を検証した。予測計算には「経済産業省


















 C ： x,y,z における濃度（m3/m3：ppb、ppm など） 
 Q ： 汚染物質の排出強度（m3N/s） 
 V ： 鉛直項 
 us ： 放出高度での平均風速（m/s） 































er hz5.0exphz5.0expV  
 
zr ： 計算点の高さ（m） 








するためにバグフィルタ出口での定量下限値の最大値 0.38 f/L を採用して計算した。 
        
           表 3.2-10 煙源データ 
項目 単位 値 
煙突高さ ｍ 50 
煙突本数 本 2（煙突間距離 30ｍ） 
湿り排出ガス量 ｍ３N/ｈ 112,000 
排出ガス温度 ℃ 173 
アスベスト濃度 ｆ/L 0.38 未満 
 
予測の条件としては、長期予測と短期予測の 2 ケースを想定している。すなわち長期予測とは施設




























 本成果をもとに、2010 年１月より北九州エコエナジー(株)にて実処理を開始している。 
 
なお、試験プラントでの試験は 2005Fy 廃棄物処理等科学研究費補助金研究として、また実機試
験は 2006Fy 次世代廃棄物処理技術基盤整備事業として実施した。 
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3.3 第 3 章のまとめ 
  






 第 1 節では、シャフト炉の 10 トン／日規模の試験設備を用いて ASR 溶融処理試験を実施し





した。具体的には代表的な低沸点重金属類の Pb 及び Zn はそれぞれ 91％、97％が溶融飛灰へ分配
され、高沸点重金属類の Fe、Cu はともに 94%以上がメタルへ分配されていた。 
 




















第 4 章 廃棄物溶融プロセスのライフサイクルアセスメント 
    































































































































































(1) 地球温暖化   (CO2、CH4、N2O：GWP100years) 
(2) 酸性化         (NO2、SO2：DAP)  
(3) 有害化学物質   (PCDDs/DFs、Co-PCBs、PBDDs/DFs、PBDEs、重金属類:HTP) 
(4) 生態毒性       (PCDDs/DFs、Co-PCBs、PBDDs/DFs、PBDEs、重金属類:AETP、TETP) 
(5) 廃棄物       (Occupied space：重量体積換算係数) 
 










 各影響領域内での特性化手法としては、地球温暖化には GWP(Global Warming Potential)100 年
値、酸性化には DAP（Deposition-oriented Acidification Potential：沈着面からの酸性化ポテ
ンシャル）を特性化係数として用いた。基準物質はそれぞれ CO2と SO2である。有害化学物質につ
いては、HTP(Human Toxicity Potential：人間毒性ポテンシャル)を特性化係数として用い、発が
んと慢性疾患のハザード比で特性化した。また生態毒性に関しては、AETP(Aquatic Eco- Toxicity 





 なお、塩素化ダイオキシン類とコプラナ PCB 類については、LIME2 には 2378-テトラクロロジベ
ンゾジオキシン（2378-TeCDD）のみの特性化係数が定められているので、それ以外の異性体は TEF
で 2378-TeCDD に等価毒性換算して特性化した。また臭素化ダイオキシン類については１mol の
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2378-TeBDD が１mol の 2378-TeCDD と毒性が等価として塩素化ダイオキシン類の TEF を準用し、
2378-TeCDD に等価毒性換算してから特性化することとした。 
 PBDEs に関しては研究例が少なく、ダイオキシン類とは毒性発現機構が異なるため TEF が存在しない
うえ、LIME2 ではデカブロモジフェニルエーテル(DｅcaBDE)のみの特性化係数が示されている。 そこで、
DｅcaBDE 以外で毒性が確認されている OctaBDE、PentaBDE を評価するには、DｅcaBDE との毒性及び環
境排出後の挙動の相対的な比較を定量化し、DｅcaBDE に換算する必要がある。  





そこで、PBDEs の NOAEL の逆数にて毒性評価することと摂取比率比を考慮して DecaBDE に等価毒
性換算してから DecaBDE の特性化係数を用いて下式により特性化した。9)10） 
・ OctaBDE 換算排出量＝OctaBDE 実排出量×(OctaBDE 摂取比率/ DecaBDE 摂取比率） 
                            ×(DecaBDE・NOAEL/OctaBDE・NOAEL) 
・ PentaBDE 換算排出量＝PentaBDE 実排出量×(PentaBDEE 摂取比率/ DecaBDE 摂取比率）×
(DecaBDE・NOAEL/PentaBDE・NOAEL) 
 なお、PBDEs の毒性に関しては、(独)産業技術総合研究所 化学物質リスク管理研究所の調査に
よれば、ヒトへの BDEs 曝露による皮膚及び眼刺激性、短期及び長期投与毒性についての情報に基
づく有害性評価値は見あたらないが、PBDEs の動物での長期投与試験によって、肝臓、甲状腺、
腎臓、脾臓、リンパ器官に有害影響がみられた。この中で DｅcaBDE 、OctaBDE、PentaBDE に共通し
て影響がみられた肝臓への影響を共通指標として NOAEL がまとめられている。DecaBDE では、肝
臓の血栓症と変性を、OctaBDE に関しては、肝酵素誘導・肝臓の病理組織学的変化を、PentaBDE
に関しては、肝細胞肥大をとりあげ、NOAEL として、DecaBDE で 1,120mg/kg/日、OctaBDE で
0.77mg/kg/日、PentaBDE で 0.1mg/kg/日が推定されている。９) なお、OctaBDE と PentaBDE の NOAEL
はそれぞれ実験が行われた PBDEs の純度 30.7%、50%を乗じた数値を当該物質に由来する NOAEL と
したものである。(表 4.1-2 参照) 
また、PBDEs を大気に排出したときの各物質の摂取比率については平井らの研究データを活用 
 
表 4.1-2 肝臓への影響で採用した NOAEL(mg/kg/日) 
  
リスク評価 






DecaBDE 肝臓 94-97% 103 週 1,120 100 11.2 
OctaBDE 肝臓 30.7% 90 日 2.51 1,000 0.00251 
OctaBDE 肝臓 100% 90 日 0.77 1,000 0.00077 
PentaBDE 肝臓 50-62% 13 週 0.2 1,000 0.0002 
PentaBDE 肝臓 100% 13 週 0.1 1,000 0.0001 
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した。10） 平井らの研究では PBDEs の環境中での脱臭素化反応及び PBDFs の生成を考慮している
ため、排出時の物質のみならずそれらが低臭素化した物質の摂取比率も示しているが、ここでは
モデルの精度も考慮して低臭素化反応は考慮しないこととし、DecaBDE摂取比率は3.29×10-5を 、






存年 DALY（Disability Adjusted Life Year）を、社会資産では資源や農産物、水産物等が受け
る影響を包括的に計量する経済指標(円)を、生物多様性では生物種絶滅リスクを算定する EINES
（Expected Increase in Number of Extinct Species）を、一次生産では生態系の豊かさを表わ












こうして得られた 4つの保護対象間に重み付けを行い、単一指標に統合化するために LIME2 で
は日本国民を対象としたアンケート調査を実施している。全国で 1000 件の訪問面接調査が行われ、
from
DeBDE NoBDE OBDE HpBDE HxBDE PeBDE TeBDE TrBDE DiBDE MoBDE
iF DeBDE 3.29E-05 0 0 0 0 0 0 0 0 0
NoBDE 5.55E-07 2.02E-04 0 0 0 0 0 0 0 0
OBDE 1.15E-08 4.08E-06 2.32E-03 0 0 0 0 0 0 0
HpBDE 4.54E-11 1.35E-08 6.84E-06 4.61E-03 0 0 0 0 0 0
HxBDE 4.10E-13 7.54E-11 2.01E-08 1.08E-05 4.18E-03 0 0 0 0 0
PeBDE 2.43E-14 3.57E-12 3.93E-10 7.06E-08 2.08E-05 7.53E-03 0 0 0 0
TeBDE 3.30E-15 4.74E-13 4.33E-11 2.65E-09 2.00E-07 4.93E-05 1.31E-02 0 0 0
TrBDE 2.57E-16 3.69E-14 3.34E-12 1.86E-10 8.19E-09 1.25E-06 2.84E-04 1.27E-02 0 0
DiBDE 2.96E-17 4.25E-15 3.83E-13 2.02E-11 5.56E-10 2.16E-08 3.81E-06 1.39E-04 6.18E-03 0
MoBDE 3.64E-18 5.23E-16 4.71E-14 2.47E-12 6.21E-11 7.09E-10 2.68E-08 8.37E-07 3.07E-05 2.12E-03
OBDD 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
HpBDD 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
HxBDD 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
PeBDD 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
TeBDD 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
OBDF 3.63E-13 7.43E-11 2.47E-08 0 0 0 0 0 0 0
HpBDF 1.50E-14 2.34E-12 3.55E-10 1.27E-07 0 0 0 0 0 0
HxBDF 1.91E-15 2.76E-13 2.62E-11 2.34E-09 4.36E-07 0 0 0 0 0
PeBDF 3.17E-16 4.56E-14 4.13E-12 2.31E-10 1.09E-08 1.98E-06 0 0 0 0
TeBDF 6.65E-17 9.55E-15 8.60E-13 4.52E-11 1.16E-09 2.15E-08 2.75E-06 0 0 0
















表 4.1-4  各プロセスの主要パラメータ一覧表
プロセス 単位 数値
収集 ASR収集車（10t）軽油燃費 km/L 3.5
軽油中硫黄含有量 % 0.398
窒素酸化物排出量 g-NO2/km 2.29
焼却 電力原単位 kWh/ton-ASR 100
重油原単位 L/ton-ASR 0.34
発電効率 % 15.5





運搬 最終処分場及び資源化物運搬車（4t）軽油燃費 km/L 6.5
軽油中硫黄含有量 % 0.398
窒素酸化物排出量 g-NO2/km 1.45






山元還元 抽出工程 塩酸消費量 ｔ/ｔ飛灰 0.83
塩化揮発工程 焙焼消費電力 ｋWh/t飛灰 47.9
塩化揮発消費電力 ｋWh/t飛灰 28.6
転炉ガス（CO30%）消費量 Nm3/t飛灰 13.4
再資源化物 Zn kg/ｔ飛灰 17.7
Pb kg/ｔ飛灰 5.2
Cu kg/ｔ飛灰 3.8
商業電力 CO2排出原単位 g-CO2/kWh 561
NO2排出原単位 g-NO2/kWh 0.45
SO2排出原単位 g-SO2/kWh 0.40






















Co-PCBs、PBDDs/DFs、PBDEs に関しては PBDEs を ASR と同程度含有した可燃ごみと廃テレビケー
シング破砕物（１％）の混合ごみをダイオキシン対策後の小型焼却炉（15ｔ/8h×2 系列）で焼却
した時の試験結果報告の文献値 13）を用いて推計した。また、重金属類については、ASR 中の含有
量と文献値 4) 14-16）を参考にして求めた重金属別の移行率を用いて算出した。(表 4.1-5) 特に排
ガスへの移行率は、乾式処理でのデータが収集できなかったためダイオシン対策後の湿式処理で
の値を用いた。 








 ASR の溶融処理試験において有害物質の挙動を詳細に調査した結果 2)を基にガス化溶融プロセ
スにおける PCDDs/DFs、Co-PCBs、PBDDs/DFs、PBDEs 及び重金属類の排ガス、スラグ、メタル、溶
融飛灰への移行率を算出し、インベントリーを定めた。また、ASR の溶融処理において使用する


















 ASR からの重金属類の浸出量に関しては、ASR の溶出試験結果と含有量試験結果 1）をもとに下
式により浸出率を求め、ASR 中の重金属含有量に乗じて算出した。 
 
   浸出率（％）＝溶出量試験結果(mg/L)×L/S÷含有量試験結果(mg/kg)×100  
 
深さが 10m の最終処分場で降水量が 1500mm/年のケースを想定してみる。降水量の 2/3 が浸透
して浸出水になるとし、廃棄物の比重を 1t/m3とおくと、1年間で廃棄物層厚 10m（10t）に対し
浸出水が 1t 出ることになり、L/S(液固比)は 0.1 になる。溶出試験は L/S＝10 で実施されている
ので、上記浸出率を用いて算出された重金属類の浸出量は、100 年分の総浸出量に相当する。 
 ASR 焼却残渣の浸出率に関しては実測値が入手できないので、影響が大きいと想定される Pb、 
表 4.1-6 埋立における重金属類浸出率 
単位 焼却移行率 溶融移行率
Cd 排ガス % 1.3 1.7
主灰 % 44.0 -
飛灰 % 54.8 98.3
スラグ % - 0
メタル % - 0
Cr 排ガス % 0.12 9.9
主灰 % 79.0 -
飛灰 % 20.9 0
スラグ % - 0
メタル % - 90.1
Cu 排ガス % 0.060 0.00032
主灰 % 86.0 -
飛灰 % 13.9 0.85
スラグ % - 2.4
メタル % - 96.8
Pb 排ガス % 0.050 0.0065
主灰 % 62.0 -
飛灰 % 38.0 90.6
スラグ % - 0.60
メタル % - 8.7
Hg 排ガス % 3.3 57.9
主灰 % 0 -
飛灰 % 96.7 42.1
スラグ % - 0
メタル % - 0
Zn 排ガス % 0.010 0.0013
主灰 % 50.0 -
飛灰 % 50.0 97.2
スラグ % - 0.69
メタル % - 2.1
As 排ガス % 0.40 3.0
主灰 % 40.0 -
飛灰 % 59.6 30.4
スラグ % - 0
メタル % - 66.5
単位 埋立浸出率





































































 各シナリオ別の全プロセスのインベントリー評価結果を表 4.1-8 に示した。 
表 4.1-7 溶融飛灰の浸出率算出結果 
溶出量 含有量 浸出率
(mg/L) (mg/kg) （%）
Cd 0.001 ※ 52 0.019
Cr 0.30 310 0.97
Cu 0.001 ※ 7000 0.0001
Pb 0.001 ※ 11000 0.0001
Hg 0.0001 ※ 0.03 3.3
Zn 8.0 42000 0.19




 表 4.1-8 シナリオ別のインベントリー評価結果
プロセス インパクトカテゴリ サブカテゴリ 単位 シナリオ1 シナリオ2 シナリオ3 シナリオ4
埋立 焼却+埋立 溶融+埋立 溶融+山元還元
収集 地球温暖化 CO2排出量（軽油） kg-CO2 1.95E+01 1.95E+01 1.95E+01
酸性化 SO2排出量（軽油） g-SO2 4.62E+01 4.62E+01 4.62E+01
NO2排出量（軽油） g-NO2 5.60E+01 5.60E+01 5.60E+01
焼却・溶融 地球温暖化 CO2排出量（ASR焼却・溶融） kg-CO2 1.24E+03 1.24E+03 1.24E+03
CO2排出量（重油） kg-CO2 8.41E+00
CO2排出量（コークス） kg-CO2 5.29E+02 5.29E+02
CO2排出量（石灰石） kg-CO2 3.30E+01 3.30E+01
CO2排出量（LPG） kg-CO2 2.21E+01 2.21E+01
CH4排出量（ASR焼却・溶融） kg-CH4 2.94E-02 1.97E-03 1.97E-03
N2O排出量（ASR焼却・溶融） kg-N2O 9.10E-02 5.87E-03 5.87E-03
CO2排出量（売電） kg-CO2 -4.06E+02 -4.69E+02 -4.69E+02
酸性化 SOx排出量（ASR焼却・溶融） g-SO2 2.52E+03 0.00E+00 0.00E+00
NOx排出量（ASR焼却・溶融） g-NO2 3.50E+03 3.50E+03 3.50E+03
SOx排出量（重油） g-SO2 2.84E+01
NOx排出量（重油） g-NO2 0.00E+00
SOx排出量（コークス） g-SO2 1.70E+03 1.70E+03
SOx排出量（LPG） g-SO2 -1.50E+00 -1.50E+00
NOx排出量（LPG） g-NO2 0.00E+00 0.00E+00
SOx排出量（売電） g-SO2 -2.92E+02 -3.40E+02 -3.40E+02
NOx排出量（売電） g-NO2 -3.28E+02 -3.80E+02 -3.80E+02
ダイオキシン類排出量 PCDD/DFs排出量（排ガス） μg-TEQ 3.51E-01 1.67E-02 1.67E-02
PCDD/DFs排出量（排水） μg-TEQ 4.50E-04 0.00E+00 0.00E+00
PBDDs/DFs排出量（排ガス） μg-TEQ 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
MoBPCDD/DFs排出量（排ガス） μg 1.36E-01 2.86E-01 2.86E-01
PBDEs排出量（排ガス） μg 2.71E+02 1.79E+01 1.79E+01
重金属類排出量 Cd排出量（排ガス） mg 2.50E+01 1.10E+02 1.10E+02
Cr排出量（排ガス） mg 2.30E+01 1.08E+02 1.08E+02
Cu排出量（排ガス） mg 2.51E+01 1.10E+02 1.10E+02
Pb排出量（排ガス） mg 2.30E+01 1.08E+02 1.08E+02
Hg排出量（排ガス） mg 1.08E+01 1.08E+02 1.08E+02
Zn排出量（排ガス） mg 2.51E+01 1.10E+02 1.10E+02
As排出量（排ガス） mg -6.72E-01 1.08E+02 1.08E+02
運搬 地球温暖化 CO2排出量（軽油） kg-CO2 1.39E+01 8.24E-01 9.27E-01 9.27E-01
酸性化 SOx排出量（軽油） g-SO2 3.28E+01 1.95E+00 2.19E+00 2.19E+00
NOx排出量（軽油） g-NO2 3.98E+01 2.78E+00 8.82E+00 8.82E+00
埋立 地球温暖化 N2O排出量（ASR） kg-N2O 2.95E-01 3.24E-03 0.00E+00
CO2排出量（電力） kg-CO2 7.24E+01 2.77E+01 3.28E+00
CO2排出量（軽油） kg-CO2 1.73E+00 6.64E-01 7.85E-02
酸性化 SOx排出量（電力） g-SO2 5.20E+01 1.99E+01 2.36E+00
NOx排出量（電力） g-NO2 5.86E+01 2.24E+01 2.65E+00
SOx排出量（軽油） g-SO2 4.10E+00 1.57E+00 1.86E-01
NOx排出量（軽油） g-NO2 5.46E-01 2.09E-01 2.47E-02
ダイオキシン類排出量 PCDD/DFs排出量（排水） μg-TEQ 1.28E-04 4.90E-05 5.79E-06
重金属類排出量 Cd排出量（排ガス） mg 1.96E-02 7.53E-03 8.90E-04
Cr排出量（排ガス） mg 3.81E-01 1.46E-01 1.72E-02
Cu排出量（排ガス） mg 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
Pb排出量（排ガス） mg 3.81E-01 1.46E-01 1.72E-02
Hg排出量（排ガス） mg 3.13E-01 1.20E-01 1.42E-02
Zn排出量（排ガス） mg 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
As排出量（排ガス） mg 3.44E-01 1.32E-01 1.56E-02
Cd排出量（排水） mg 8.86E+01 3.45E+01 1.53E+00
Cr排出量（排水） mg 6.17E-01 3.12E+00 0.00E+00
Cu排出量（排水） mg 3.32E+03 2.86E+03 3.76E-01
Pb排出量（排水） mg 9.44E+02 3.90E+02 2.00E+00
Hg排出量（排水） mg 2.86E+00 3.32E+00 3.43E+00
Zn排出量（排水） mg 1.93E+04 7.59E+03 1.11E+03
As排出量（排水） mg 1.40E+02 5.77E+01 9.00E-01
埋立地消費 m3 1.00E+00 2.25E-01 2.67E-02
























ダイオキシン類排出量 PCDD/DFｓ排出量（焙焼炉） μg-TEQ 1.37E-02
PCDD/DFｓ排出量（塩化揮発） μg-TEQ 3.02E-04
PCDD/DFｓ排出量（排水） μg-TEQ 1.81E-04


















































大気 水域 大気 水域 大気 水域 大気 水域
シナリオ プロセス kg-CO2eq kg-SO2eq kg-C6H6eq kg-C6H6eq kg-C6H6eq kg-C6H6eq kg-C6H6eq kg-C6H6eq kg-C6H6eq kg-C6H6eq m3
埋立 収集 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
焼却 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
溶融 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
運搬 1.39E+01 6.13E-02 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
埋立 1.62E+02 9.84E-02 1.27E-02 5.19E+00 1.46E-05 1.38E-02 8.11E-01 3.39E-15 2.64E-02 9.42E+01 1.00E+00
山元還元 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
合計 1.76E+02 1.60E-01 1.27E-02 5.19E+00 1.46E-05 1.38E-02 8.11E-01 3.39E-15 2.64E-02 9.42E+01 1.00E+00
焼却+埋立 収集 1.95E+01 8.64E-02 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
焼却 1.27E+03 5.05E+00 5.72E-01 7.03E-04 5.70E-01 0.00E+00 2.28E+01 0.00E+00 7.69E+00 0.00E+00 0.00E+00
売電（焼却） -4.06E+02 -5.27E-01 -7.10E-02 0.00E+00 -8.21E-05 0.00E+00 -4.55E+00 0.00E+00 -1.48E-01 0.00E+00 0.00E+00
溶融 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
運搬 8.24E-01 3.94E-03 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
埋立 2.94E+01 3.77E-02 4.85E-03 2.23E+00 5.61E-06 7.40E-03 3.11E-01 1.76E-15 1.01E-02 4.15E+01 2.25E-01
山元還元 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
合計 9.17E+02 4.66E+00 5.05E-01 2.23E+00 5.70E-01 7.40E-03 1.86E+01 1.76E-15 7.55E+00 4.15E+01 2.25E-01
溶融+埋立 収集 1.95E+01 8.64E-02 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
焼却 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
溶融 1.82E+03 4.20E+00 4.26E+00 0.00E+00 4.69E-01 0.00E+00 2.81E+02 0.00E+00 3.66E+01 0.00E+00 0.00E+00
売電（溶融） -4.67E+02 -6.06E-01 -8.17E-02 0.00E+00 -9.44E-05 0.00E+00 -5.23E+00 0.00E+00 -1.70E-01 0.00E+00 0.00E+00
砂採掘 -1.44E+00 -2.54E-03 -1.41E-04 0.00E+00 -1.62E-07 0.00E+00 -9.00E-03 0.00E+00 -2.93E-04 0.00E+00 0.00E+00
非鉄精錬 -9.35E-01 -1.32E-03 -1.17E-04 0.00E+00 -1.35E-07 0.00E+00 -7.51E-03 0.00E+00 -2.44E-04 0.00E+00 0.00E+00
運搬 9.27E-01 8.51E-03 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
埋立 3.36E+00 4.46E-03 5.74E-04 4.00E-02 6.63E-07 2.92E-03 3.67E-02 5.83E-16 1.20E-03 7.92E+00 2.67E-02
山元還元 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
合計 1.38E+03 3.69E+00 4.18E+00 4.00E-02 4.69E-01 2.92E-03 2.76E+02 5.83E-16 3.65E+01 7.92E+00 2.67E-02
溶融+山元還元 収集 1.95E+01 8.64E-02 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
焼却 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
溶融 1.82E+03 4.20E+00 4.26E+00 0.00E+00 4.69E-01 0.00E+00 2.81E+02 0.00E+00 3.66E+01 0.00E+00 0.00E+00
売電（溶融） -4.67E+02 -6.06E-01 -8.17E-02 0.00E+00 -9.44E-05 0.00E+00 -5.23E+00 0.00E+00 -1.70E-01 0.00E+00 0.00E+00
砂採掘 -1.44E+00 -2.54E-03 -1.41E-04 0.00E+00 -1.62E-07 0.00E+00 -9.00E-03 0.00E+00 -2.93E-04 0.00E+00 0.00E+00
非鉄精錬 -9.35E-01 -1.32E-03 -1.17E-04 0.00E+00 -1.35E-07 0.00E+00 -7.51E-03 0.00E+00 -2.44E-04 0.00E+00 0.00E+00
運搬 9.27E-01 8.51E-03 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
埋立 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
山元還元 1.48E+01 1.88E-02 2.25E-03 9.76E-04 -4.11E-07 4.43E-05 -2.28E-02 1.81E-17 -7.42E-04 1.04E-01 0.00E+00
合計 1.39E+03 3.70E+00 4.18E+00 9.76E-04 4.69E-01 4.43E-05 2.76E+02 1.81E-17 3.65E+01 1.04E-01 0.00E+00
有害化学物質 生態毒性



















図 4.1-2(a) 地球温暖化特性化結果(プロセス別) 図 4.1-2(ｂ) 地球温暖化特性化結果(構成要素別) 



















































































































図 4.1-4(a) 発がん特性化結果（プロセス別） 図 4.1-4(ｂ) 発がん特性化結果(構成要素別) 


















































































































図 4.1-6(a) 陸生生態毒性特性化結果（プロセス別） 図 4.1-6(ｂ) 陸生生態毒性特性化結果（構成要素別）




















































































































を示し、特性化結果と同様であった。なお、酸性ガス間の比較では、埋立は SOx の方が、NOx よ










































表 4.1-10 被害評価結果 
表 4.1-11 統合化結果 
廃棄物
CO2 CH4 N2O SO2 NO2 重金属類 塩素化D PBDE 重金属類 塩素化D
シナリオ
埋立 人間健康被害（DALY) 1.15E-05 0.00E+00 1.15E-05 - - 5.65E-05 1.43E-10 0.00E+00 - - -
社会資産被害（円） 2.84E+01 0.00E+00 4.27E+01 9.64E+00 8.48E+00 - - - - - 1.52E+04
一次生産被害（NPP） - - - 2.68E-02 2.35E-02 - - - - - 2.85E+01
生物多様性被害（EINES） - - - - - - - - 2.98E-09 6.12E-19 9.18E-11
焼却+埋立 人間健康被害（DALY) 1.16E-04 9.62E-08 3.68E-06 - - 2.43E-05 4.70E-08 6.75E-05 - - -
社会資産被害（円） 2.87E+02 3.57E-01 1.37E+01 2.52E+02 2.79E+02 - - - - - 3.42E+03
一次生産被害（NPP） - - - 7.01E-01 7.73E-01 - - - - - 6.42E+00
生物多様性被害（EINES） - - - - - - - - 2.11E-09 5.75E-17 2.07E-11
溶融+埋立 人間健康被害（DALY) 1.80E-04 6.44E-09 2.29E-07 - - 6.21E-06 2.21E-09 5.48E-05 - - -
社会資産被害（円） 4.44E+02 2.39E-02 8.51E-01 1.53E+02 2.73E+02 - - - - - 4.05E+02
一次生産被害（NPP） - - - 4.25E-01 7.58E-01 - - - - - 7.59E-01
生物多様性被害（EINES） - - - - - - - - 1.55E-10 2.65E-18 2.45E-12
溶融+山元還元 人間健康被害（DALY) 1.82E-04 6.44E-09 2.29E-07 - - 6.07E-06 4.26E-09 5.48E-05 - - -
社会資産被害（円） 4.48E+02 2.39E-02 8.51E-01 1.53E+02 2.74E+02 - - - - - 0.00E+00
一次生産被害（NPP） - - - 4.25E-01 7.61E-01 - - - - - 0.00E+00
生物多様性被害（EINES） - - - - - - - - 8.40E-11 5.69E-18 0.00E+00
地球温暖化 酸性化 有害化学物質 生態毒性
廃棄物 合計 合計
CO2 CH4 N2O SO2 NO2 重金属類 塩素化D PBDE 重金属類 塩素化D 生物多様性
除く
シナリオ (円) (円) (円) (円) (円) (円) (円) (円) (円) (円) (円) (円) (円)
埋立 人間健康被害 1.69E+02 0.00E+00 1.69E+02 - - 8.29E+02 2.10E-03 0.00E+00 - - - 1.17E+03 1.17E+03
社会資産被害 2.84E+01 0.00E+00 4.27E+01 9.64E+00 8.48E+00 - - - - - 1.52E+04 1.53E+04 1.53E+04
一次生産被害 - - - 1.24E+00 1.09E+00 - - - - - 1.32E+03 1.32E+03 1.32E+03
生物多様性被害 - - - - - - - - 4.22E+04 8.68E-06 1.30E+03 4.35E+04 1.30E+03
合計 1.98E+02 0.00E+00 2.11E+02 1.09E+01 9.57E+00 8.29E+02 2.10E-03 0.00E+00 4.22E+04 8.68E-06 1.78E+04 6.13E+04 1.91E+04
焼却+埋立 人間健康被害 1.71E+03 1.41E+00 5.40E+01 - - 3.57E+02 6.89E-01 9.90E+02 - - - 3.11E+03 3.11E+03
社会資産被害 2.87E+02 3.57E-01 1.37E+01 2.52E+02 2.79E+02 - - - - - 3.42E+03 4.26E+03 4.26E+03
一次生産被害 - - - 3.24E+01 3.57E+01 - - - - - 2.97E+02 3.65E+02 3.65E+02
生物多様性被害 - - - - - - - - 2.99E+04 8.15E-04 2.93E+02 3.01E+04 2.93E+02
合計 1.99E+03 1.77E+00 6.76E+01 2.85E+02 3.14E+02 3.57E+02 6.89E-01 9.90E+02 2.99E+04 8.15E-04 4.01E+03 3.79E+04 8.02E+03
溶融+埋立 人間健康被害 2.64E+03 9.44E-02 3.36E+00 - - 9.10E+01 3.24E-02 8.04E+02 - - - 3.54E+03 3.54E+03
社会資産被害 4.44E+02 2.39E-02 8.51E-01 1.53E+02 2.73E+02 - - - - - 4.05E+02 1.28E+03 1.28E+03
一次生産被害 - - - 1.96E+01 3.50E+01 - - - - - 3.51E+01 8.96E+01 8.96E+01
生物多様性被害 - - - - - - - - 2.20E+03 3.75E-05 3.47E+01 2.23E+03 3.47E+01
合計 3.09E+03 1.18E-01 4.21E+00 1.72E+02 3.08E+02 9.10E+01 3.24E-02 8.04E+02 2.20E+03 3.75E-05 4.75E+02 7.14E+03 4.94E+03
溶融+山元還元 人間健康被害 2.67E+03 9.44E-02 3.36E+00 - - 8.90E+01 6.25E-02 8.04E+02 - - - 3.56E+03 3.56E+03
社会資産被害 4.48E+02 2.39E-02 8.51E-01 1.53E+02 2.74E+02 - - - - - 0.00E+00 8.77E+02 8.77E+02
一次生産被害 - - - 1.96E+01 3.52E+01 - - - - - 0.00E+00 5.48E+01 5.48E+01
生物多様性被害 - - - - - - - - 1.19E+03 8.06E-05 0.00E+00 1.19E+03 0.00E+00


























 保護対象ごとに各シナリオの被害量を集約したものを図 4.1-9～12 に示した。人間健康被害で
は CO2の排出による影響が最も大きく、重金属類と PBDEs がそれにつぐ影響因子となっていた。
社会資産被害と一次生産被害では廃棄物（埋立地消費）が主たる影響因子となっていた。生物多
様性被害では重金属類の排出による影響が大きかった。従って影響の大きな因子としては、廃棄
物、重金属類、CO2の 3 つがあげられる。 





























埋立 焼却+埋立 溶融+埋立 溶融+山元還元
[円
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（表 4.1-9）なお、統合化係数としては人間健康には 1.47×107円/DALY、社会資産には 1 円/円、











図 4.1-11 一次生産被害評価結果 図 4.1-12 生物多様性被害評価結果 















































































れている。22）なお、同調査報告で用いられている埋立地削減価値(処分場建設費単価 1.5 万円/m3 
23))と CO2排出削減価値（EU 域内排出権取引制度 EU-ETS や CDM における CO2取引価格水準 1000～
2000 円/t-CO2)は、本検討における廃棄物の社会資産被害評価係数 1.52×10４円/m3及び CO2によ
る人間健康被害評価係数 1.31×10-7DALY/kg-CO2×1.47×107 円/DALY=1.93 円/kg-CO2=1930 円
/t-CO2とそのもつ意味合いは異なるものの数値の上ではよく一致している。 
 現状の ASR 処理費用として定まったものはないが、溶融に対し、焼却は ASR1 トン当たり５千円
程度安価、埋立は１～１万 5千円程度安価といわれている。この差分が被害評価と見合っている
かを評価した。上記 4つの保護対象での統合化を行う過程で、それぞれの被害量を経済価値換算








Zn、Pb があげられる。いずれも ASR に多く含まれ溶出しやすい元素であり、平成 16 年度に実施
された 11 事業所からのサンプルでの調査結果に基づくものである。もし今後、Pb 使用の低減努





図 4.1-14(a) 統合化結果   
（生物多様性除く、保護対象別）




























































とすると溶融の被害評価額は 6～7000 円 
から 16～17,000 円程度になるが、これも 





 なお、本検討では、化石燃料等の資源消費に関しては、これに伴う CO2 排出として地球温暖化
の影響領域で扱っていることから、評価対象に含めなかった。ただし、溶融において使用される
コークス分について、石炭に置き換え「資源消費」の被害評価額を試算すると一次生産被害、社
会資産被害、生物多様性被害を合計しても約 200 円にしかならず、影響は小さなものであった。 















り、概ね 1:2:1 で、廃棄物の排出量に重きが置かれる結果となっている。26) 




















埋立 焼却+埋立 溶融+埋立 溶融+山元還元
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4.1.5  ASR の資源化・処理に関する LCA 評価結果まとめ 
 本研究では、ASR の資源化・処理方式に関する 4つのシナリオ（埋立、焼却+埋立、溶融+埋立、
溶融+山元還元）を対象に地球温暖化、酸性化、有害物質、生態毒性、廃棄物(埋立地消費)の観点
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ASR の配分については、ASR とアスベスト廃棄物と混合処理結果から ASR 単独処理結果を差し引い
てアスベスト廃棄物寄与分を求めることとした。すなわち ASＲ９ton+アスベスト廃棄物 1ton の












   
(1) 有害化学物質  (アスベスト) 
(2) 廃棄物      (Occupied space) 
(3) 地球温暖化   (CO2) 
 
4.2.2.5 被害評価と統合化 





































 アスベスト廃棄物は表 3.2-2 に示すスレート材とし、クリソタイルのみを考慮した。 
 以上よりアスベスト廃棄物 1トン当たりの総曝露量は、以下のように求められる。 
 総曝露量（f）＝ 103×0.073（kg）×3.0×1013（f/kg）×2×10-4×10-5 
        ＝ 4.38×106 （f） 






         ＝80730×103（L/h）×0.32(f/L)/{420(kg/h)×0.073×3.0×1013（f/kg）} 





 総曝露量（f）＝ アスベスト量（kg）×3.0×1013（f/kg）×排出係数（－）×曝露係数（－） 
また曝露係数については、溶融処理施設の位置が都市部にある場合を想定して 10-4を用いること
とした。3) 
 アスベスト廃棄物は表 3.2-2 に示すスレート材とし、クリソタイルのみを考慮した。 
 以上よりアスベスト廃棄物 1トン当たりの総曝露量は、以下のように求められる。 
 総曝露量（f）＝ 103×0.073（kg）×3.0×1013（f/kg）×2.82×10-8×10-４ 
        ＝ 6.18×103 （f） 
90 
 
 なお kg 換算すると 6.18×103 （f）÷3.0×1013（f/kg）＝2.06×10-10（kg） 
 




  廃棄物（ｍ3）＝ １（ｔ）÷1.8（ｍ3/t） 




 ASR との混合処理で、特に溶融飛灰量は増えなかったことから、ASR 処理時の溶融飛灰の排出原
単位：4.53％を用い、セメント固化を考慮して 1.3 倍する。LIME2 の特性化係数リストにある「セ
メント固化物」の埋立時かさ密度：1.7（ｍ3/t）を用いてアスベスト廃棄物 1 トン埋立時の廃棄
物量を算出すると 
  廃棄物（ｍ3）＝ １（ｔ）×0.0453×1.3÷1.7（ｍ3/t） 





 CO2(kg)＝ 67.4（kg） 
 
(2) 溶融プロセス 
 溶融に使用するコークス起因 CO2に電力消費起因 CO2を加え、コークス寄与分の発電起因 CO2を
減じる。ASR 単独処理時とアスベスト混合処理時でコークス原単位（170kg/t-ASR)は変わらなか
ったことを考慮すると 














    ＩＡ ＝ ＩＵ  ×  ＫＬ  ×  f  ×  ｄｔ-10  
ＩＡ：  肺がん発生率（人/yr） 
ＩＵ：  平均の肺がん発生率 (人/yr） 
ＫＬ：  定数 (/(f-yr/mL)） 
f :  曝露濃度 (ｆ/mL） 
t  ： 曝露開始からの期間(yr） 
    dt-io：  曝露期間(yr） 
 （曝露開始時点から t-10 の時点までの間に曝露された年数） 
また、中皮腫については、曝露濃度に対しては直線的に、曝露期間と初回曝露からの経過年数
に対して指数関数的に増大する次式が一般に認知されている。 
   Ｉ ＝ ＫＭ × ｆ × （ｔ－10 ）k 
    Ｉ : 中皮腫発生率(人/yr） 
    ＫＭ： 定数(人/(f/mL)） 
 ｆ： 曝露濃度(ｆ/mL） 
  ｔ： 曝露開始からの期間(yr）  
 ｋ： 定数(-） 
 これらのモデルを用いて、アスベスト濃度１ｆ/L あたりのユニットリスクを次式で算出できる。 
       Ｐ ＝ ｛Σi（Ａi×Ｂi）｝/1010 
         Ｐ ：生涯過剰死亡リスク（人）  
Ａi：年齢層 iの 10 万人あたり生存数（人/10 万人-yr）     


















表 4.2-1 アスベスト曝露のユニットリスク 
 
1990年 2006年 1990年 2006年
肺がん・男性　(1f/Lあたり) 7.17E-05 6.66E-05 1.05E-03 1.12E-03
肺がん・女性　(1f/Lあたり) 2.01E-05 1.98E-05 3.74E-04 4.40E-04
肺がん平均　(1f/Lあたり) 4.59E-05 4.32E-05 7.14E-04 7.82E-04
中皮腫・男性　(1f/Lあたり) 1.58E-04 1.65E-04 3.11E-03 3.59E-03
中皮腫・女性　(1f/Lあたり) 1.75E-04 1.79E-04 4.03E-03 4.73E-03
中皮腫平均　(1f/Lあたり) 1.66E-04 1.72E-04 3.57E-03 4.16E-03
合計　(1f/Lあたり) 2.12E-04 2.16E-04 4.28E-03 4.95E-03






 埋立  人間健康 4.38×106 （f）×1.24×10-11 ＝5.43×10-5 （年） 
 
 溶融  人間健康 6.18×103 （f）×1.24×10-11 ＝7.66×10-8 （年） 
 
  DALY と異なり、障害調整が含まれていないことに留意する必要がある。 
 
4.2.5.2 廃棄物 
 LIME2 の被害評価係数を用いて被害量を算出する。 
 埋立  社会資産 ：0.556(ｍ3) ×1.52×104（円/ｍ3)＝8.45×103 （円） 
     一次生産 ：0.556(ｍ3) ×2.85×10（kg/ｍ3)＝1.58×10 （kg） 
     生物多様性：0.556(ｍ3) ×9.18×10-11（EINES/ｍ3)＝5.10×10-11 （EINES） 
  
溶融   社会資産 ：0.0346(ｍ3) ×1.52×104（円/ｍ3)＝5.34×102 （円） 
     一次生産 ：0.0346(ｍ3) ×2.85×10（kg/ｍ3)＝9.86×10-1 kg） 
     生物多様性：0.0346(ｍ3) ×9.18×10-11（EINES/ｍ3)＝3.17×10-12 （EINES） 
 
4.2.5.3 地球温暖化 
 埋立  人間健康 ：67.4（kg）×1.31×10-7（DALY/kg)＝8.83×10-6（DALY） 
     社会資産  ：67.4（kg）×3.23×10-1（円/ kg)＝2.18×10 （円） 
   
  溶融  人間健康 ：648（kg）×1.31×10-7（DALY/kg)＝8.49×10-5（DALY） 
     社会資産  ：648（kg）×3.23×10-1（円/ kg)＝2.09×102 （円） 
 
4.2.6 統合化 
 アスベスト被害の損失余命を DALY と仮において統合化する。 
統合化係数としては人間健康には 1.47E+7 円/DALY、社会資産には 1円/円、一次生産には 46.2
円/kg、生物多様性には 1.42E+13 円/種を用いた。 
 
 埋立  人間健康 ：6.31×10-5×1.47E+7 円/DALY＝9.28×102（円） 
    社会資産 ：8.47×103 （円）×１（円/円）＝8.47×103 （円） 
一次生産 ：1.58×10 （kg）×46.2（円/kg）＝7.30×102 （円） 
生物多様性：5.10×10-11 （EINES）×1.42E+13 円/種＝7.24×102 （円） 
 
統合化後 1.09×104 （円） 
このうち、アスベスト曝露の影響は約 800 円 




溶融  人間健康 ：（8.49×10-5+7.66×10-8）×1.47E+7 円/DALY＝1.25×103（円） 
    社会資産 ：（5.34×102+2.09×102）（円）×１（円/円）＝7.43×102 （円） 
一次生産 ：9.86×10-1×（kg）×46.2（円/kg）＝4.56×10（円） 
生物多様性：3.17×10-12 （EINES）×1.42E+13 円/種＝4.50×10 （円） 
 
統合化後 2.08×103 （円） 
このうち、アスベスト曝露の影響は 1円 















人間健康被害 社会資産被害I 一次生産被害 生物多様性被害 合　計
(円） （円） （円） (円) (円)
アスベスト暴露 7.98E+02 7.98E+02
廃棄物 0.00E+00 8.45E+03 7.30E+02 7.24E+02 9.90E+03
地球温暖化 1.30E+02 2.18E+01 1.52E+02
合　計 1.09E+04
アスベスト暴露 1.13E+00 1.13E+00
廃棄物 0.00E+00 5.34E+02 4.56E+01 4.50E+01 6.25E+02





表 4.2-2 統合化結果 
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4.3 第 4 章のまとめ 
  








































 第 2 章第 1 節では、わが国における廃棄物溶融処理技術の開発経緯を振り返り、技術課題と社
会的意味を整理した。溶融処理技術は、焼却残さを溶融する灰溶融とごみから直接溶融するガス
化溶融に大別されるが、ダイオキシン問題や処分場枯渇を解決すべく、環境省の後押しもあって




















リーは次章での LCA 評価の基礎データとして活用された。 
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